
  R06.08.16

      コ  ー  ド 番  号   ４ ４ ２ ０ １ １  市  町  村  類  型 中核市

令和5年度　大分市決算状況     市   町   村   名   大     分     市  5年度交付税種地区分 　　  １　－　６

  国   27 年 478,146 人     国   27 年 203,515 世帯 区  分  第 1 次  第 2 次    第 3 次    区      分   決 算 額  構成比  増減率   経常一般      区          分   決 算 額  構成比  増減率 充当一般財源 充当経常一般財源  経常収支

  R2 年 475,614 人   R2 年 209,539 世帯就  27年 4,007 人 47,987 人 159,286 人       千円　　  ％ 　　  ％   財源  千円       千円 　　  ％ 　　  ％         千円   千円  比率 ％

  調  増減率 -0.5%     調    増減率 3.0  ％ 業  国調 1.9 ％ 22.7 ％ 75.4 ％ 地方税 82,090,362 36.6 1.8 77,127,577  人       件       費 30,047,863 13.7 0.9 28,512,886 28,017,258 26.0

R5・3・31 471,325 人 面積（k㎡） 人口密度(人) 人  R2年 3,817 人 47,670 人 164,915 人 地方譲与税 1,821,077 0.8 0.0 1,821,077  う ち 職 員 給 19,227,242 8.8 2.5 18,255,543 18,219,875 16.9

R6・3・31 468,854 人 502.39 942 351,227 口  国調 1.8 ％ 22.0 ％ 76.2 ％ 利子割交付金 20,538 0.0 △ 14.9 20,538  扶       助       費 71,660,989 32.8 9.1 26,074,539 19,867,993 18.5

配当割交付金 277,131 0.1 24.2 277,131  公       債       費 18,515,901 8.5 △ 3.1 17,695,870 17,695,870 16.4

299,167 0.1 60.6 299,167  元 利 償 還 金 18,515,838 8.5 △ 3.1 17,695,807 17,695,807 16.4

千円 千円 11,965,773 5.3 △ 0.1 11,965,773  一時借入金利子 63 0.0 103.2 63 63 0.0

 1  歳   入   総   額　Ａ 80,688,192 78,935 0.0 △ 2.2 78,935  義務的経費　計 120,224,753 55.0 5.0 72,283,295 65,581,121 60.9

70,349,165 6,327 0.0 33,200.0 6,327  物       件       費 25,321,441 11.6 △ 14.4 18,737,203 16,281,075 15.1

 2  歳   出   総   額  Ｂ 89,791,358 128,260 0.1 75.3 128,260  維   持   補   修  費 2,961,733 1.3 △ 3.8 2,192,961 2,192,961 2.0

103,925,632 997,578 0.5 △ 5.3 997,578  補    助    費    等 15,414,399 7.1 △ 2.4 12,547,887 7,138,493 6.6

 3  歳入歳出差引額(Ａ－Ｂ)Ｃ 0.878 地方特例交付金 624,180 0.3 △ 4.0 624,180  繰       出       金 18,483,813 8.5 2.7 14,923,948 13,539,359 12.6

 翌年度へ繰り越すべき 6.6% 地方交付税 12,811,153 5.7 9.3 11,749,975  投資及び出資金・貸付金 4,280,657 2.0 1.7 95,525 0.0

 4  財源          　    Ｄ 7.9% 11,749,975 5.2 10.5 11,749,975  積       立       金 1,519,742 0.7 6.1 946,819

14.5% 1,061,178 0.5 △ 3.2

 5  実 質 収 支(Ｃ－Ｄ) Ｅ 4.9% 111,120,481 49.5 2.4 105,096,518  投   資   的   経   費 30,235,001 13.8 20.1 2,516,822

1.6 61,080 0.0 △ 9.6 61,080  う ち 人 件 費 296,684 0.1 △ 7.0 296,684

 6  単  年  度  収  支  Ｆ 163,445,539 423,887 0.2 △ 13.1  普通建設事業費 30,004,175 13.7 21.0 2,492,920

163,028,639 2,302,633 1.0 1.3 187,720  内  補     助 17,834,564 8.1 48.0 496,991

 7  積    立     金     Ｇ 64,442,634 774,195 0.4 △ 3.3 102,050  訳  単　　 独 12,169,611 5.6 △ 4.6 1,995,929

52,444,718 23.4 0.6  災害復旧事業 230,826 0.1 △ 41.8 23,902 経常一般財源（分母）

 8  繰  上  償  還  金  Ｈ 17,524 0.0 △ 1.1 17,524  失業対策事業

16,702,866 7.4 △ 8.0 うち経常一般財源

 9  積立金とりくずし額   Ｉ 1,015,551 0.5 179.2

 実質単年度収支 5.9% 5.8% 1,087,786 0.5 7.9 うち減収補てん債特例分

10 　(Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ)    Ｊ 41.1% 32.0% 3,836,858 1.7 350.7

5,981,582 2.7 △ 19.1 うち臨時財政対策債

    事     業     名 資金不足 実質収支額又は資金 7,861,103 3.5 △ 8.3 442,651

比率   不足・剰余額　千円   の繰入額  千円 20,734,900 9.2 20.6 ※臨時財政対策債発行可能額

国民健康保険特別会計 2,283,401 4,111,478 61 ラスパイレス指数 224,365,164 100.0 3.0 105,907,543      合          計 218,441,539 100.0 3.1 124,244,460

介護保険特別会計 28,113 6,776,373 44

公共下水道事業（法適） - 670,379 4,017,541 81  職 員 数  １人当り平均    区      分   決 算 額  構成比  増減率 超過課税分 徴収率    区        分   決 算 額  構成比  増減率 一般財源等

公設地方卸売市場事業 - 319,308 5 人 給料月額 円        千円　　  ％ 　　  ％ 収入済額千円      ％        千円 　　  ％ 　　  ％         千円

農業集落排水事業 - 133,333 3,012 319,669  普    通    税 73,937,301 90.1 1.8 1,240,420 99.5 880,964 0.4 1.8 880,533

後期高齢者医療特別会計 31,164 6,992,445 3   うち技能労務職 274 330,369  個 人 分 26,128,332 31.8 3.7 99.2 21,144,108 9.7 39.2 13,218,520

上水道事業（法適） - 11,778,178 491,440 137   うち消防職 485 314,475  法 人 分 5,472,931 6.7 △ 5.8 1,240,420 99.7 93,766,174 42.9 6.1 45,132,689

96 341,790  固定資産税 37,163,260 45.3 1.6 99.7 17,484,345 8.0 △ 30.8 11,650,508

 軽自動車税 1,572,402 1.9 3.2 99.2 191,953 0.1 0.5 57,183 24,260,542 10.8%

 市たばこ税 3,600,376 4.4 1.2 100.0 2,506,079 1.1 △ 1.9 1,397,289

3,108  特土地保有税 9,717,398 4.5 2.5 4,251,608 105,907,543 47.2%

20,767,103 9.5 5.2 10,412,450

 改正実施  １人当り平均 5,827,902 2.7 15.7 4,755,313 130,168,085 58.0%

 年 月 日  給料(報酬) 円  目    的    税 8,153,061 9.9 1.7 0 99.7 27,408,786 12.5 7.1 14,768,595

 8・ 4・1 1,134,000  入  湯   税 38,676 0.0 47.3 100.0 230,826 0.1 △ 41.8 23,902 94,197,079 42.0%

 8・ 4・1 905,000  事 業 所 税 3,151,600 3.8 0.9 100.0 18,515,901 8.5 △ 3.0 17,695,870

 教    育    長  8・ 4・1 793,000  都市計画税 4,962,785 6.1 1.9 99.6 105,373,957 47.0%

 議  会  議  長  8・ 4・1 766,000

うち市有財産整備基金  議 会 副 議 長  8・ 4・1 695,000    合      計 82,090,362 100.0 1.8 1,240,420 99.6    合      計 218,441,539 100.0 3.1 124,244,460 118,991,207 53.0%

 8・ 4・1 641,000    加   入   世   帯   数 53,459   世帯    被 保 険 者 1 人 当 り 保 険 税 調 定 額 93,133      円

   被   保   険   者   数 77,435    人    被  保  険  者  １  人  当   り  費   用 513,781      円

   一世帯当り保険税調定額 134,903    円    保      険      税      徴     収     率 90.9 　　 ％

17,374,350

（一般会計） (15,236,964) (17,374,350)

依存財源（額・構成比）

5,807,268 7,952,274

計 23,227,708 25,074,641  議  会  議  員

国保会計の状況主要3基金【財調+減債+市有】 15,236,964

減債基金 3,508,091 3,507,325 諸支出金

その他　基金 13,798,012 15,652,565 前年度繰上充用金

財政調整基金 5,921,605 5,914,751  副　　市　　長 公債費 自主財源（額・構成比）

基金の状況 教育費 特定財源（額・構成比）

   　基 金 の 名 称 令和5年度末現在高（千円） 令和4年度末現在高（千円）  市          長 災害復旧費

   合      計 商工費

特別職 土木費 一般財源（額・構成比）

   区      分
消防費

 教 育 公 務 員 衛生費 臨時一般財源（額・構成比）

労働費

農林水産業費 経常一般財源（額・構成比）

 一  般  職  員 議会費 98.9%

市
民
税

総務費

民生費 財源等

一般職員等  市       町       村       税 目的別  歳出 経常収支比率

   区      分
97.3%

減税補てん債、臨時財政対策債除く

1,694,800

令和5年度 令和4年度 地方債

100.8 100.5 合計 2,184,191

公営事業会計等の状況 繰越金

  普通会計から 職員
数
人

職員給等 諸収入

財産収入 105,907,543

実質公債費比率 寄附金

95,753 △ 470,096 将来負担比率 繰入金

107,602,343

実質赤字比率 - - 県支出金

連結実質赤字比率 - -

財政健全化判断比率 国庫支出金

区分 令和5年度 令和4年度 国有提供交付金

地方債現在高 165,874,490 使用料 経常経費充当一般財源（分子）

6,854 1,004,831 うち臨時財政対策債 60,267,363 手数料 104,733,009

現債高倍率 1.6 交通安全交付金

88,899 △ 1,474,927 債務負担行為額 132,204,629 分担金・負担金

普通

公債費負担比率 13.6% 特別 前 年 度 繰 上 充 用 金

5,216,868 5,127,969 実質収支比率 4.9% 小計

起債制限比率 6.5%

706,757 853,613 公債費比率 7.5%

標準財政規模 105,504,557 法人事業税交付金

5,923,625 5,981,582 財政力指数 0.863

基準財政収入額 71,869,939 自動車取得税交付金

218,441,539 211,823,325 標準税収入額 91,570,391 自動車税環境性能割交付金

株式等譲渡所得割

千円 千円 地方消費税交付金

224,365,164 217,804,907 基準財政需要額 83,619,914 ｺﾞﾙﾌ利用税交付金

本台帳

決算収支の状況 指標　等

区分 令和5年度 令和4年度 区分 令和5年度 令和4年度

人　　口 世帯数 産業構造 歳　　　入 性質別歳出

住民基 人口集中地区人口(人)


